
令　和　３　年　度

瀬戸市水道事業会計決算書



４年認定第６号 

 

   令和３年度瀬戸市水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和３年度瀬戸市水道事業会計未処分利益剰余金９８１，８３０，３８５円の

うち２４，１００，０００円を減債積立金に積み立て、３９２，５９２，５６７

円を資本金に組み入れ、残余を繰り越すことについて、地方公営企業法（昭和２

７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により議会の議決を求め、及び令和

３年度瀬戸市水道事業の決算を同法第３０条第４項の規定により監査委員の意見

書を付けて議会の認定に付する。 

 

令和４年８月３０日 

 

瀬戸市長 伊 藤 保 德 
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決 算 報 告 書 類



（ １ ） 収益的収入及び支出

（収　　　　　　入）

第１款
 水道事業収益

2,856,174,000

　第１項
　 営業収益

2,486,618,000

　第２項
　 営業外収益

369,553,000

　第３項
　 特別利益

3,000

（支　　　　　　出）

地 方 公 営 企 地 方 公 営 企

流 用 業法第２４条 業法第２６条 継続費逓次

第 ３ 項 の 規 第 ２ 項 の 規

増減額 定 に よ る 定 に よ る 繰 越 額

支 出 額 繰 越 額

第１款
 水道事業費用

　第１項
　 営業費用

　第２項
　 営業外費用

　第３項
　 特別損失

　第４項
　 予備費

 令 和 ３ 年 度 瀬 戸 市

0 82,904,000

0 7,527,000

0

0

0

0

0

0

0

予　　　　　　　　　　　　　　　　　算

3,000

51,714,300

0 0

0 51,714,300

0 3,000,000

0 2,475,275,000

0 2,381,844,000

0

0

0

0

0

0

0

0

02,386,102,000

82,890,000

4,000

3,000,000

3,279,000

△ 4,258,000

14,000

7,523,000

0

2,471,996,000

小　　計

21,564,000

21,564,000

0

0

補 正 予 算 額当 初 予 算 額

2,834,610,000

2,465,054,000

地 方 公 営 企 業 法 第

２４条第３項の規定

による支出額に係る

財 源 充 当 額

0 0

0 0

区　　分

369,553,000

当初予算額 補正予算額

予備費

予　　　　　　　　　　　　　　　　　算

支出額

0

地 方 公 営 企 業 法 第
区　　分

２ ６ 条 第 ２ 項 の 規 定

に よ る 繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

小　　計



 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（単位 ： 円）

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

0 2,856,174,000

0 2,486,618,000

0 369,553,000

0 3,000

（単位 ： 円）

地 方 公 営 企

業法第２６条

第 ２ 項 の 規

定 に よ る

繰 越 額

（うち仮払消費税
120,452,487円）

継続費逓次

繰　越　額

0

0

0

0

合　　計

82,904,000 0

3,000,000 0 0 3,000,000

0 4,950

0

07,527,000 7,522,050

0

0 10,405,913

0 0 94,722,0382,433,558,300

2,526,989,300 0 0 108,132,9012,418,856,399

2,338,836,262

72,498,087

備　　　　考

（うち仮受消費税　　    105,823円）

0 △ 3,000

375,855,752 6,302,752

不　用　額

　　額

決　算　額

翌　年　度　繰　越　額

合　　計 合　　計

2,484,839,412 △ 1,778,588（うち仮受消費税　　217,935,674円）

2,860,695,164 4,521,164

備　　　　　　　　　考

決 算 額 の 増 減

繰越額に係る

　　額

決　　算　　額

予 算 額 に 比 べ



（ ２ ） 資本的収入及び支出

（収　　　　　　入）

（支　　　　　　出）

予 備 費 継続費逓次

支 出 額 繰　越　額

第１款
　資本的支出

　第１項
　　建設改良費

　第２項
　　企業債償還金

　第３項
　　予備費

※　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 687,891,502円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 46,439,090円、

　減債積立金 22,200,000円及び過年度分損益勘定留保資金 619,252,412円で補填した。

5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0

172,055,000 0 0 0 172,055,000 0 0

0948,383,000 5,050,000 0 0 953,433,000 76,821,800

 繰　 越　 額

1,125,438,000 5,050,000 0 0 1,130,488,000 76,821,800 0

当初予算額 補正予算額

流　　用  地方公営企業

小　　　計
 法第２６条の

区　　　　　　分

予　　　　　　  　　　　算　　　　 　　 　　　　額

 規定による　

増 減 額

 第２項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0

 第１項 負担金 161,024,000 1,908,000 162,932,000 0

第１款 資本的収入 161,025,000 1,908,000 162,933,000 0

区　　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　  　計

地方公営企業法第２６

条の規定による繰越額

に係る財源充当額ああ



（単位 ： 円）

継 続 費 逓 次

繰越額に係る

財 源 充 当 額

0 162,933,000

0 1,000

（単位 ： 円）

 地方公営企業

 法第２６条の

 規定による

 繰　 越 　額

（うち仮払消費税
56,129,590円）

0 41

0 5,000,0005,000,000 0 0 0

148,919,057

172,055,000 172,054,959

1,030,254,800 671,749,443 209,586,300 0 209,586,300

0 0

843,804,402 209,586,300 0 209,586,300 153,919,098

繰　越　額

1,207,309,800

備　　　　考

合　　計

継続費逓次

合　　　計

決　算　額

翌　年　度　繰　越　額

不 　用 　額

（うち仮受消費税　 9,690,500円）

0 △ 1,000

△ 7,020,100

0 162,932,000 155,912,900 △ 7,019,100

155,912,900

　　額

決　　算　　額 備　　　　　　　　　考

合　　計
決 算 額 の 増 減

予 算 額 に 比 べ



１　営業収益 円 円 円

（１）給水収益 2,122,568,723

（２）受託工事収益 2,591,900

（３）その他の営業収益 141,743,115 2,266,903,738

２　営業費用

（１）原水及び浄水費 885,907,671

（２）配水及び給水費 257,315,316

（３）受託工事費 8,042,158

（４）業務費 120,708,041

（５）総係費 94,292,164

（６）減価償却費 824,611,333

（７）資産減耗費 27,507,092

（８）その他営業費用 0 2,218,383,775

営業利益 48,519,963

３　営業外収益

（１）受取利息 631,340

（２）長期前受金戻入 370,392,567

（３）雑収益 4,842,028 375,865,935

４　営業外費用

（１）支払利息 21,168,485

（２）雑支出 1,184,201 22,352,686 353,513,249

経常利益 402,033,212

令和３年度瀬戸市水道事業損益計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）



５　特別利益 円 円 円

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0

（３）その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）減損損失 0

（３）過年度損益修正損 0

（４）その他特別損失 7,522,050 7,522,050 △7,522,050

　　当年度純利益 394,511,162

　　前年度繰越利益剰余金 565,119,223

　　その他未処分利益剰余金変動額 22,200,000

　　当年度未処分利益剰余金 981,830,385



受贈財産
評 価 額

工事寄附金 工事負担金 補助金

11,930,656,821 528,137,122 336,900 281,455,310 14,605,645

432,133,578 0 0 0 0

432,133,578 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

資本金への組入 432,133,578 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

336,900

補助金の返還

当年度純利益

当年度末残高 12,362,790,399 528,137,122 281,455,310 14,605,645

令和３年度瀬戸市水道事業剰余金計算書

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高 12,362,790,399

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

528,137,122 336,900 281,455,310 14,605,645

建設改良積立金の取崩

資本金

剰　　　　余　　　　金

資本剰余金

当年度変動額

減債積立金の取崩



資本剰余金
合      計

減債積立金
建設改良
積 立 金

未処分利益
剰  余  金

利益剰余金
合      計

824,534,977 22,200,000 0 1,049,152,801 1,071,352,801 13,826,544,599

0 51,900,000 0 △ 484,033,578 △ 432,133,578 0

0 51,900,000 0 △ 484,033,578 △ 432,133,578 0

0 51,900,000 0 △ 51,900,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 432,133,578 △ 432,133,578 0

(繰越利益剰余金）

565,119,223

0 △ 22,200,000 0 416,711,162 394,511,162 394,511,162

0 △ 22,200,000 0 22,200,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 394,511,162 394,511,162 394,511,162

(当年度未処分利益剰余金)

981,830,385
14,221,055,761824,534,977 51,900,000 0 1,033,730,385

（単位：円）

剰　　　　余　　　　金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

0 639,219,223 13,826,544,599824,534,977 74,100,000



（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

12,362,790,399 824,534,977 981,830,385

392,592,567 0 △ 416,692,567

0 0 △ 24,100,000

0 0 0

392,592,567 0 △ 392,592,567

（繰越利益剰余金）

565,137,818
824,534,977

令和３年度瀬戸市水道事業剰余金処分計算書（案）

当年度末残高

議会の議決による処分額

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

資本金への組入

処分後残高 12,755,382,966



１　固定資産 円 円 円 円

（１）有形固定資産

イ　土地 737,664,128
ロ　建物 349,806,746
　　減価償却累計額 △208,016,596 141,790,150
ハ　構築物 34,004,648,424
　　減価償却累計額 △16,192,178,849 17,812,469,575

ニ　機械及び装置 3,735,248,632
　　減価償却累計額 △2,864,824,055 870,424,577
ホ　車両及び運搬具 23,744,358
　　減価償却累計額 △19,021,309 4,723,049
ヘ　工具器具及び備品 78,892,991
　　減価償却累計額 △48,065,118 30,827,873
ト　船舶 269,000
　　減価償却累計額 △255,550 13,450
チ　建設仮勘定 344,933,103
有形固定資産合計 19,942,845,905

（２）無形固定資産

イ　施設利用権 159,765,009
ロ　ソフトウェア 251,200
無形固定資産合計 160,016,209

（３）投資

イ　投資有価証券 0 0
固定資産合計 20,102,862,114

２　流動資産

（１）現金預金 4,123,031,159
（２）未収金

イ　営業未収金 55,828,499
ロ　営業外未収金 1,490,602
ハ　その他未収金 37,844,400
ニ　貸倒引当金 △8,490,405 86,673,096

（３）貯蔵品

イ　材料 15,485,810
ロ　量水器 2,548,008 18,033,818

（４）前払金 35,000,000
流動資産合計 4,262,738,073
資産合計 24,365,600,187

令和３年度瀬戸市水道事業貸借対照表
（令和4年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部



３　固定負債 円 円 円 円
（１）企業債 573,317,372
（２）引当金
イ　退職給付引当金 191,102,662
ロ　特別修繕引当金 85,632,000
ハ　修繕引当金 55,031,947 331,766,609
固定負債合計 905,083,981

４　流動負債
（１）企業債 139,767,849
（２）未払金
イ　営業未払金 155,734,514
ロ　その他未払金 422,132,336
ハ　未払還付金 2,920,634
ニ　未払消費税 15,135,700 595,923,184

（３）前受金
イ　営業前受金 0
ロ　その他前受金 12,165,440 12,165,440

（４）引当金
イ　賞与等引当金 16,518,000 16,518,000

（５）預り金
イ　下水道料金預り金 0
ロ　その他預り金 14,361,880 14,361,880
流動負債合計 778,736,353

５　繰延収益
（１）長期前受金 17,831,695,735
　　　収益化累計額 △9,370,971,643

繰延収益合計 8,460,724,092
負債合計 10,144,544,426

６　資本金
（１）自己資本金
イ　固有資本金 83,313,089
ロ　出資金 987,448,569
ハ　組入資本金 11,292,028,741 12,362,790,399
資本金合計 12,362,790,399

７　剰余金
（１）資本剰余金
イ　受贈財産評価額 528,137,122
ロ　工事寄附金 336,900
ハ　工事負担金
イ）工事負担金 174,231,457
ロ）加入分担金 107,223,853 281,455,310

ニ　補助金 14,605,645
資本剰余金合計 824,534,977

（２）利益剰余金
イ　減債積立金 51,900,000
ロ　未処分利益剰余金 981,830,385
利益剰余金合計 1,033,730,385
剰余金合計 1,858,265,362
資本合計 14,221,055,761
負債資本合計 24,365,600,187

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部



会計書類に関する注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物         15～50年 

    構築物        40年 

    機械及び装置     15年 

    工具器具及び備品   3～15年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    施設利用権      20年 
 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額を計上している。 

 （２）賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給、これらに係る法定福利費の支出に備え

るため、翌年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。 

 （３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 
 
３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
Ⅱ 貸借対照表関連 

１ 引当金の取崩し 

 （１）退職給付引当金の取崩し 

    令和３年度において、退職手当及び退職手当にかかる負担金を支出するため、

退職給付引当金 28,895,067円を取り崩した。 

 （２）賞与等引当金の取崩し 

    令和３年度において、期末手当及び勤勉手当等を支給するため、賞与等引当

金 17,424,740円を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

    令和３年度において、貸倒れの発生により、貸倒引当金 1,564,790円を取り

崩した。 

 （４）修繕引当金の取崩し 

    令和３年度において、修繕費を支出するため、修繕引当金 11,845,000 円を

取り崩した。 
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